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The Consequence of the March llth Disasters Having Given Statistical Compilation,
Measures and the Evaluation on Them
Hiroshi Doihara
Abstract
March llth disasters have given various difficulty and influence on compiling statistics. Much statis-
tical methods and know-how were utilized… However those ideas are not based on generality and stan-
dard skills. In such a case, what we need and take care of should be shown. It will be necessary to
reexamme the state of statistical compilation or a statistics system by making correspondence to these
disasters into a case study in仇e cases, such as serious disasters.
1.はじめに
射]本大震災は、経済統計の策'iEに対しても様々な影野を与えた。発表中Jhや延期にいたったも
のから、枚数数雛を除いて集計、欠減債の補完などまで、様々な相応が見られたO以トでは、刊叫
の大㌫災が掛斉統計の策定に対して与えた影轡とそれに対する主な対応策について整押してみるr
また、こうした対応に対して、統計ユーザーの側から留意事項と考えられる)%を幾つか挙げてみた
い。一方、そうした対応の中で、再集計、朋判集計等のJ二丈がなされたものは見られるが、出牧の
経済的影響などの新たな,調査項口の設置といった対応はほとんどなされていない。こうした統計作
成の実態から、我が国の統計別度について、機動的な対応の欠如、ひいては硬直性といった問題が
存在している可能性があるG
本筋ではいわゆる経済動向を把掘するときに活用される主に'A'庁、日本銀イTによって作成される
統計を中心に検討し、またそれと対応するために、主に民間金融機関によって作成されている中小
企業間係の統計を見ることにする1Jo
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い　本税ま2011年7月末までに公表された統計を対象として取りまとめ、 2012*|"-1 iJ未時点で加筆傾止を
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各国の統計行政組織は、集中判と分散型に分けられる。集中型統計行政とは中央統計庁といった
紙,汁策定組織を中心に、凶の統計策定業務、場合によっては地ノj.地域の統計業務を含めた枕.汁業
務を統一的に行うものであるご　-方、日本の統計制畦は分散相とされ、各府省がそれぞれの行政的
な必要性から統計を策JjEしており、従来は総務省が総合調整機関となっていたo平成19年に統計
法が改正され、平成21年度から改LE統計法が全面施行されて、新しい制度に変わったo行政機関、
地方公共剛体などが策),iする統計を公的枕.汁とし、その整備に関する基本計画を策定して体系的に
整備するとともに、内閣仙こ統計委員会を新設して公的統計や).巨本計画の調査審議に:"tたらせると
いうものであるC分散判の組織ではあるが、統計委Ll会の設把や基本計画の策定で、統計行政に中
央統計庁設FT_の効果の意味合いを打たせることを[】指した.。また、改m私汁法は、加工統計も対象
としており、代表的なJmI二統計である国民締済計算は、国勢調禿とともに、基幹組汁として統一汁法
第6条などで銘称を明'J<して瀧定されているT
しかし、税小三のところ、統計ユーザー側から見れば、これらの制度改正による効果は感じられな
いのではないか。以前の指定統計が基幹統計に、承認統計は-一般統計となった、というように名称
変史程度のものではないか。また、政令で'kめられた地方公共川体が行う統計調発、届出独・11行政
法人等21が子iう大規模な統計調査等には駐日:が必要とされている　そうした中で、人&艶に伴う混
乱に対して紙,ll一策定部Wtこはどのような机iJlが見られたであろうか。
2.大震災への対応
(1)行政の対応等
大La艶後の2011年3 JJ 15 Mに、基幹純,汁作成のための統,汁.調査には報El義務があるが、その義
務に対して免14措置が適用されること3'、絡.汁法に鵜づく統計調査の尖施等に関しても弾力的な運
用が行われる方針であることが総務省統計脹準担当から各府'H、各都道to県.政w旨走郡山二通知
された。以降、各府捌ま、統計調食の実施・結果公表に際して、各種特別措置を取ることを発起し
た。 4月8口jrには統計委員会委員長談話が発せられ、大岩三沢により特別の措置がなされる場合に
は蛸報を開示すること、被災地データの取り扱いに対しては留　すること、対応状況については記
録し保存すること、の3点が挙げられた0
4)3 13日には総務省統計局長より「東日本大　　に被災された皆様へ」5'と題する声明が出され
21現在日本銀行のみが対象となっているC
3)「平成23勺輔北地方太、n羊沖地'J:名によるリと寓についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき才持i狩の
指定に関する政令」(平成23年3月13日公布施行)の'定める寸H[Itにより31'-(」23年6Jj30Fほでに報
'1:Liがなされればよいこととなった。
41以下の月日は特に明示しない限り2011年である。
5'総務省統占帽ホ-ムページhttp://www.stat.…go…jp/today/037./1hh
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たCそこでは「被臥された,凋4i:対象者の皆様におかれては、>v.活の維持・#建などで大変な状況の
ことと思いますので、F洞介へのご回答についてはご無w.をされないようにお願い申しLげます」と
されたOまた「統計利用ftの僻棟へ」6)と題する声明もあわせて出されたOそこでは「/「後、統計
の公表時期、貼計方法、貼,汁内容等を変giする場合があります」とし、その場合でも、「できるだ
け事前にその旨をお知らせし」、「通常の公表内容との村温良や、データを見る上での留}j.点などの
補助情報や解説をできる限り提供」するとされている{これらの声明は、総務省統計局が策定して
いるBl勢調奈など多くの堪幹統計、-一般統計に対してである0
4月15Hには総務省統計基準担当より「東日本大&リ之を踏まえた統計調査結果等の情報提供に
>l'lたっての軌氏`蝣K項について」と題するペーパーがEl1された。「統計調和ま調査対象、.凋奄方法、
調査事項、剣企周期等がそれぞれの詞射二応じて千差万別であり、例えばM奄が実施できなくなっ
た地域の推計方法を一律、'd折的に定めることは不通、[うである」とし、また「当面の対応について
は、被災地の住民感情や討,g査組織における業務体制を踏まえ、無理のM^、範用で統計調査を'js施」
としている。そのうえで、前述の統計委員会委員長談話と同位の内容を述べている。
大証災後の紙,H-作戊のための調査に対するこうした対応を見ると、被灸した調査対象者への配慮
を見せつつも、統計を継続して策定するという方針が強く感じられるO統計作成の面だけではなく、
行政を行ううえでの統計の重要性、特に被災地域の状況の把握や復興に対する統計の必要性という
統計活ffltfilでの認識はあまり感じられない71。
以上の政f-jの対応は、「f一成22年度統~計は施行状況灘'I:tl」8'のなかで射1本大震災に係る統計デー
タの提供等としてまとめられている。
「東日本人出ジとに係る統計データの提供等」tHによれば、大㌶災の対応状況として、終桁'H、人事
院、口本銀行は、基幹統tilI洞脊及び主な-般統計調査を中心に58調香について、次ページの第1
衣のような特別の対応をuったと整理されているD
集計…推計ノj法、公衣時料などを変更したものが義之も多く(再集.汁なども含まれる)、参考値の
提供などが続くが、調企対象地域を除外したものも多い。.
以下では、やや恣意的ではあるが、締柄統計としてよく使用される抽E汗IU)を中心に、,r主体的にど
I;'総務省紙,;tRホ-ムページh仕p://www.,stat.go.jp/today/037/2htm
7'9月22Hになって、統nl一委員会委員上主は、「n武22年比続,;h".土地u状況に関する審議結果について」と
いう談&を公表して、射日本人官主艶にかかる統計データの捉flfc等の在りjjについての)i向性を提示したo
それによれば調査対象地域の除外などを行った場合はl・f能な限り補完的な凋食、推計をするように、な
どが含まれている。
8'平成22イ:1--J.生の施行状況の憎IIであるが、「舶日本大広ジとへの対応として行われた事項など、、F;-成23年
度の旭川犬祝に係るものについても、必要と考えられる範間で記述している」(p.1)とされるo
EJ)統計委Ll会的30pi]基本,汁Iq部会配布資料It一成23年8月29日)によるc
lo)以下では、筆者の担当授業である「1本経汎'a.iffll、国民准消計争論、中小企業論で主に位相する統計を取り
上げる。これらは日本経・測-・月体迎合会2004年調査、総合研究開発樺鰐川1場分析専門家の~、>/場から見
た経済続.汁に関するアンケート(2008iド)」などでよく使Ttlされるとされた統計をほぼカバーしている
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第1表　　大震災に係る統計の特別の対応等
特別^tlo 調査数
大 きな被害を受けた地域を調査対象地城か ら除外 したもの 延べ U M査
調査対象 l項目の限定、調査票の発送の延期を行ったもの 延べ 5調査
調査実施時期を延期 したもの 延べ 4調査
集計 …推計方法や公表時期を変吏 したもの 延べ 29調査等11}
その他参考値の提供や、督促の中止、事前確認 を行 ったもの 延べ 18調査
(備考) 「叔日本大震災に係る統計データの提供等」 (第301珂必本計画部会配冶蝣ft料)
のような対応が行われたかを、ユーザー側から見て注意すべきという観点から、第1表とは異なる
視点を交えて見ていくO例えば第1衣で掲げられている「督促の中止」などは、回答率の若干の低
下などの影響はあろうが、ユーザーにとってはそれほど意識されるものではない。その際、一次統
計と二次統計(加工統計)に分けて登埋していく。
(2)一次統計12)
統計は、調査票を配j]iしてLnJ収し、記入されたものを集計などして作成される1-一次統計と一次統
計を加工して作成されるIJ.次統計に分けられるD
一次統計では、大震筑後に公表する予/Eであった調香結果について、 1)公表中止、 2)公表延期、
3)被艶県を除いた調査結米の公表、 4)被沢県の一部地域を除いて集計しそのまま全国値とする、
5)被艶県の全部または-一部地域を除いて補完せずに集計する、または通常の欠測偵補完により全
国値を貸出し公表、 6)盤計方法を変更して全国ベースの調査結果を公表、というような対応が見
られた。以Fではこうした分類を基にして、各々主要な統計を例に挙げてみるo
1)公表中止
公表中止となったのは、国土交通省「建設工事受i主動態統計調査」 (2月分の速報)であり、 3月
31日に公表予定であったo　同統計は建設業の受注状況を調査したもので、調査対象の建設業者が
都道府県知事に毎月月末現在の調査項目について、翌月の10日までに申告し、知事は同月20[]ま
でに国土交通大臣に提出することになっているO調査対象、項目は、前々年度完成工事高1億円以
上の事業者から完成工事高に応じて抽川した約1万2000事業者と大手50社を対象に、 1件500万
(日銀レビュー「短観の読みJj一主要項目の特徴とクセ-」 (2010年10月、 rl本銀行)に両調査は引用
されている)。
ll)等には、基幹統計調査である四半期別GDP速報が含まれる0
12I消巧者物価指数、鉱工業生産指数は、各々、小売物価統計調査、生産動態統計を基に策定される二次統
計であるが、ここでは・次統計に分類した。
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第2表　一次統計における対応策等の概要
対応 統 計調 査YT 調 査対 象 時,r烹 備 考
公 表中 1L 建 設工事 ,al注動 態 一定以 I二の規 模 の建設 業者 月末 2日分速 報
統 計調 査 (基幹 ) (1万 2000業 者) X
公表 延期 牛 乳 乳 製 品 統 計
(基 幹 )
404工場 (23年 当初) 日末 2日分、 X
4県 除 き公 サ - ビス産業 動 向 3万 9000事業 所 'JK 3月分速報
衣 調 査 (一般 ) ○
3駄 除 き公 労 働 力 調 査 (鶴 4万 世帯 と牡帯 員 月末 3月分以 降
衣 幹 ) X
1I'.ltf:き∴ 建 設工事 受注 動 態 l定 以上 の規 模の建 設業 者 月七 4月分速報 .確 報
衣 統計 調査 (基 幹 ) (1万 2000業者 ) L1
調査 日調 査 毎 月勤労 統計 調 布 部 業 所 規 供 5人以 上 29人 り間 3、4、5月は調 査 fi調 査 を
を除 く (全 国) (基幹 ) 以 Fの 33万 5000事 業所 中止、○
.郎調査 中 消 費動 向調 査 ( I 6720世帯 HiM 4県 7調査 区で 調査 中止
止 (補 完無 ) 股) 15h X
一郎M収 不 家計 調査 (基 幹) 8749地帯 1ケ 月 3月は 300世 帯 、6月 は 48
lりlifclW V 間 壮帯が不 可能 、 X
niJ胡 甘 法人 企業統 計 調査 資 本 金 1000万 円 以 EJ-の 法 3ケ 月 3県 の 一 郎 地 域 に 約 1000
期 (補完 ) (四 半期別 )(基 幹) 人約 3万 274杜 間 の調査延 期法 人 あ り、 ○
吋能 な限 り 生産 動態統 計 調 杏 ご万事 t'*i" ′」末 3}jは被 災地 の 1割 の 部 業
調 査 (基幹 ) 所 が提 出不可 能 、○
(備考) 1.統計調査名は主要なもののみを挙げた。また悲幹は地坪統rihB企、一般は一般統計調査こ
,*reい1-.は‥AftW-¥　　　　　「　蝣IllIIt-り象
3.怖都ま、対16がなされた朋溌)Iなど、また、 ○印は剣食　に仏者槻イ】`、 x印は無。ただし家.汁調
発は陛借票などには備考欄あり。.
Trj以上のI工事などの訴負契約街等である。 2月分の調奄票の取妹が遅延したから131、人手50祉分
以外の公表は中jH二なったということである。建設関係の統1汁は比較的公表が遅いが同紙r汁は,受注
段階で把握できるので、建設投資の先行指標として活用されている。必秤統計に指定されており、
また、他の生産・受注等に関する争某所関係の統計の取り扱いと比較しても、公表中止とするので
はなく、集計や公表の仕方にl二大の余地があった可能性があろう=.同統計2月分の確報は予JjE通り
4)1 11Liに公表され、 4fj分速報は[fj城県分を除いて、 5/331 f[に公表されたG　同統計5JJ分速
報公表時である6月30日より、 4り分も宮城県を含めて公表された　71111口改めて&城I!.1-分を
含めて4JJ分の再集計14)を行い公表した。
1:1'週l=Jjエコノミスト2011年4H26　HI、 P.15r
141平成23年4月速報、確報調廿にはII城恥が含まれていないが、 3月速幸臥　確報調査(月末が調溌時}'l)
には3月瀬対象に漏れがあるとのaL述はないo
l)I
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2)公表延期
公夫延期となったのは、農林水産部「牛乳乳製品統計」2JJ分であり、3月25H公表y'/iLが、4
月20まで1カ月近く延期されたJ3JJ分は通常なら4月卜旬に公夫されるが、やや遅れて5JJ9
Hに公表となった。平成23年当初の調香対象は404工場であるが、牛乳生産畳等の項目は調尭対
象以外の推定値を積み上げ、都道府県僻を推計し、その合計で全国計が罪出される。それらのとり
まとめが捗1難なために公表が延期された=本統計は、基幹統計に指定されており、またlゴij民粁済i汁
算のGDP速報値を推計する場合、仙人消費支出(国内家計蚊終ftm支出)を構成する晶Flの鵜礎
統計となっているとみられ、公衣延期は他の統計へ影響を与える。
3)被兇県を除いた調査結果の公表
①4県を除く
総務省「サービス産業動向調査」3月分(速報)は、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の4Uを
除いて集計し、4県を除く全州由の前年比を作成し5月31日に公表した=こうした措酎こついて
は5月25Hに事前にアナウンスしていた。4日分(速報)公表に併せて、4県を含めた3Jj分速報
の再集計結果を6月29口に公表した。また、同時に2-4月分のJJ間売上高を東日本と西日本に分
H-c<(≡,.lLv.蝣>.お、RLd.L"HJ"'Jモl」">r警戒・..II由IIIIlぜWK;二つ‥こは.」拝i-tv:∴た
彊)3県を除く
総務省「労働力調査」は、3日分以降7月分まで岩手県、t'i城u、福島県の3県を除き全Ilミ】災,II-
*/f朱を公表、併せて3県を除いた全国集計結果を平成21年1日分まで遡及して公表したr5JI分
蝣I'.'蝿LML~>蝣;>;;を.、Il',4,)Tォ、rliとl二Iillx,s'】蝣H・∴nri/.川r.の品で凋LtがIIl開さiiJ^:・'】
以降3県のうち一部の完全失業率が公表されている。調査実施[大域の割合は3県の対象区域全体に
対して7月分では33.6%であったが、11月分で82.7%にまで回秘した-
総務JS「個人企業経済調企」f成23年1-3月期動向舶(5J]26Il公表)、4-6月期劫向舶(8
月25II公表)、22年構造舶(7月12H公表)について、IllトT・県、一泊'城県及び福島県の3県を除く
全的の結果を公表した7-9JJ期動向鮎から一部の市を除き調査は再開される0
度!l林水産省「作物統計調査」、「木材統計調査」、「海面漁業生産統計調査」についても岩手坑1"宮
城県及び福島県の3県を除いて公表した。
③1県を除く
国土交通省「建設工事受注動態統計調査」4日分(速報、確報)は前記の通り宮城県を除いて公
KI'--
1こ川I.・、%qfrU,潤ft-i一中日.
厚生労働省「毎月勤労統計調査」の全国調査は、常用労働者の親授が30人以上の事業所に対し
ては郵送調査とオンライン調査、規模5-29人では調査員調香とオンライン調査により実施される。
同調査は、岩手県及び福島県の3月、4月分、宮城県の3-5n分の調査員調査と地方調査を中止
し、福島第-増子力発電所周辺の一郎地域における調査も中ikしたGこの結果、全国調査は郵送調
22
□大Hi災が樺消耗,汁策'liiにEj・えた影響、対応策と舟仙
金とオンライン剣劇こよる分をJk施し、 3F]分は5月2日に純米を公表したo全国調査で中lLされ
たのは、脱税5-29人以tJの調査対象IJ域所のうちの前金Ll.洞炎の部分である。公表前の4 1] 25
11に、 Jy-4:労働省から、今回の相似二よる全国調査結果への影等削こついて、労働者1人当たり17金
については、実勢よりも高めに、労働者1人、F'lたり労働時間については実勢より高めに、脚TJにつ
いては、 'E勢より高めに、また災勢よりも遅れて結果に反映される可能性がある、とのas喚起が
なされた。
特別袋計によれば、被艶31;,3,における別模30人以Lの調査対象蝣JK某所のうち平成22年3 J」に調
奄票が提出された事業所の中で、本・3月の調査票が提mされた三拝某所の割合は63%であったが
(5J12日公表)、 5月速幸泣分では70%とやや上昇した(7JJ5　公表)0
4)披艶県の一部地域・調査対象を除いて集計し補完せずにまたは通常の欠測値補完により利だ】lift
i-tfih
iAir瑚肘「消ii皆動向調査」 3月調禿15'は、岩手県、宮城県、砧出県、茨城県の合計7調査rjtで制奄
'-N-.となったが、そのまま公よした_ ,3*1査対象fit帯の2%が調かいlH二なり、それらのォが全項
Hで「悪くなる」と回答したと仮/Eした場合の試算を公表した。なお、 4月調査では欠測調査のll(i
答を東北地域の回答結果で補完した場合の集計緒末を合わせて公表した。内閣府「景気ウオッ
チャー調査」 3月分も通常通りそのまま公表した。
内閣府…財務省「法人企菜去.1一気予測調香」16)は平成23年畦を通じてぷIg奄困難な法人(78社)は
調査対象から外し、その他の法人(41祉)については・n馴tJに,調布の実施を見合わせ、調査票は
未剛又扱いとし、業種別・資本金別に全国平均値を算付し、それにより補完して全国値を推,汁したO
財務省「法人企業統計湘査」 1-3月間調査(速報値)は、ア:-手i-U-、宮城県、福島県の全域なら
びにi'i-森M、茨城県の　一部に本JHなどを持つ調査対象法人の剣瀬を延期したが、業種別　n本会断
tP柑rjに令凶、l均値を算出し、それにより補完して、全剛在を舵.汁した。なお、前記以外の地域にお
いでも出艶による回答期限の延長が可能であった。
ivn一労働省「人目動態統計」 2 JJ'/♪、 3日分は、 fll‡手リ,L i'i城I.U、祖FS県、横浜市の　湖の,jJ局査
>1圭が生計できなかったが、それらを介めずに全国値を集計した。
日本鈍行「全国企業短期棟桁糾測調査」 3 )1分は通常よりLul答ヰ';-が低下したが17ト、通常の欠i刈値
処坤を行ったうえで、公表した(61j分も同様)。公表3日橡、特に柁El度が高い業況判断DIにつ
いては、 2n24nから3jjllIIまでに州丈した分とその後の州丈分を分けた数値を公表したr, 6
15) 'B川15 Hが調査EEであるが、 3月11 1川、前に回収された調査,票は1613 IIM'i'r、 12 B以降に州丈された
調奄IT:主は3291世帯であるG 「mn動向,'J'1相における束:本人1:1艶の'73矧二ついて」 (、ド成23 ・4月19
日　内閣府軽済社会総合研究所呈>;蝣;aも統計調査部)によるc
16) 「刺l本人鑑札の影野による「法人介業も　もr-iHB調査」の公衷Ifcli帽の取り拙いについて」 (州抽m、
23IV-6月7口)0
17'従米99%前後であった回答率が、 3月調有では96%弱であった。
1)3
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月分の業況判断の項目の回答率については、通例の規模別のみならず、製造業・非製造業に分けて
公夫するとアナウンスされた肺.また、短観では、すべての項Hが未回答の場合、有効回答者数に
含めない扱いであるが、年度計画の項Uが未回答の場合、欠州債補完処理を行っている。売上高、
錬常利益率、設備投資額等の2011年度計画値については、有効回答社数と調査対象企業総数に対
する回答率を合わせて発表することもアナウンスされたこ　なお、従来より計画値が末記入の場合、
前担[調香での回答値または前年度調査でのrFl答値を代入して母集団推計する欠測債処理を行うこと
としている。
口本銀行「企業物価指数」、 「企業向けサ-ビス価格指数」は被牧により月次の価格調査票を提出
できなかった企業については、通常の手続きで欠測値補完19)を行ったO
信金中央金庫の「第144回全酔い小企業景気動向調査」 (2011年6 /] 29日公表)は岩手LF.し、宮
城の一部企業の調査を実施せずにそのまま公表した。
5)被艶県の全書βまたは一部地域を除いて集計するが補完等により全国値を算出し公表
総務省「家計調査」は、 3-5月は岩手県、宮城県、福島県の-臥6-7月は岩手県、宮城県の
- ・部で調査票が回収できなかったD剛丈できなかった地域については、東北地方で調査票を川又で
きた地域の結果で補完し、全国佃を推計して公表したo　なお、単身itt借では、北海道…東北地jJJで
補jLした'.同様のやり方で行った前年の全国推計値も提供している。また、 3月分の調査票が追加
で|y|J]快できたので、その情報を取り込んだ推計値を7月2911に公表した0 3日分、 4月分、 5日分
の公表「Iには、消費行動に大きな影坪が見られる主な品目など獅屯関連資料が公表されたO　これら
はtiss計というよりも、家計調森に関する個別分析という性格を有するO総務省「家計消捌犬況調
査」 3日分以降についても乳汁調査とM様にして集計しているC
総務省「小売物価統計調査」 (全州3月分)は岩手県、宮城県、福島県、茨城県の各.部地域の
調寵に支障が生じたため、謝金が実施された価格の単純算術,i':均を都市別価格として使糊した0 4
Fj分もrDl様であるoなお、全:*i4n分は5月27日に行う通常の公表に先立ち、東日本大㌫艶によ
る小売価格への影響を早期に把握することを目的として、 4月28n及び5月11日に、各々4Jj上
IUfi臥An r句偶についての射1本地域の小売価格に関する速報値を公表した。総務省「消作者物
価指数」は小売物価統計調査の結果から作成されるが、 3月分の作成の基となる小売物価統計調査
中旬調査では岩手県、宮城県の-一郎で通常の調査ができなかったため,当該地域の3月上旬または
2 /1の価格を用いて、全凶値を計算した0
6)災計方法を変更し全回ベースの調査結果を公表
梓済産業省「生産動態統計調査」、 「特定業種石油等消印統計」は3月分回収前にヒアリングを実
施し、剣奄票の提出ができないとした事業所には電話等によるビアT)ングにより個別に得られた蛸
181 「2011年6月短観実施方法について」 (El本銀行調査統計臥平成23年6月23日)c
l。I 「個別統計に関する解説及び参考情報(「1本銀行)」による0
24
Trj大出夢とが緑済統計策定にEj・えた影窄、対応策とa?価
報を基に推計値を作成した。、適格の取れない事業所は生産等をゼロとして処理した。 「鉱上薬生産
指数」はKにJヒ産動態統計調査を活用して策定される。所管外データを使用する場合、被矢地を除
外して鍛許した調査結果については、除外した集計結果の前月比をもとに全国値を推計するなど結
果データに不連続が生じないよう処mを行ったD 「商業動態統計調査」 3月分は、被艶地域で調査
票の提出が無かった事業所については11J分販売額を鵜準に、 3月中には11日分の販")tがあった
として推計した。
なお、国土交通省「自動車輸送統計調査」 「港湾調査」なども電話間い合わせ等により、被災地
域調査客体の状況に十分配慮したうえで調査を実施したとされる20)。
7)年次統r汁における好応
以上、 JJ次、四半期等調査を中心に対応状況を見てきたD総務省政策統括官(統計基準担当)は
「各府省等(統計関係)における東日本大'EZ災後の対応状況」をとりまとめ、数田=こわたって公表
しているo　そうした;If料によれば、年次統計への影平も大きく、影幣を′空ける年次統計が次々に登
場していることが分かる,こうした状況下でこそ必要度がr汚いと思われる統計が実施されないと
いった懸念がある。例えば、文部科学'n 「学校保健統計」は23年度調査を3県については実施し
ないこととした.厚生労働省「患者調査」、 「拭療施設調査」についても宮城県の一部地域及び福島
県の全域について調査を行わないなどの対応がなされているC
(3)二次統計(加工統計)
1) GDP統計
一次速報供、二次速報Hiが推計される。一次、二次ともに供給側と試=要側から推計し、両推計を
総合して各々の速報値とする。
①- ・次速nJL毎
供給側推ril'で3カ月[】が得られない品目のうち、農林水産業については&内総生産における岩手
県、宮城坑1.・、補出県の割合を考感して補外僻を推計する。,製造業のうち「製材…木製品」などは補
外値を推計するo　サービスI-者-については、各府省公表資料、業界統計などにより補外佃を推計するO
需要側推計では、民間石1-終消rT支HiはPHtf、['Lたりの消矧こ世帯数を乗じるがその際のlLt倍数は、
死者及び行方ィ、判者、避難者数を控除したJH:冊数を利川し推計する。被災地域の民間住宅、公的同
定資本形成は、 3月分は21 tl分の工事が進捗しなかったものとして推.ilする　4-6JIJtの公的資
本形成は3J]に進捗しなかったL二事をもt一均工期で分割し、今期及び来期以降に含める1-3H
期の民間在峠品増加は、イi油統計速報の月末在庫数二m.の情報を考慮する
(彰二次速報伸
供給側推l汁は、 1-3J]対日二は一次速報佃と同様の方法で、 4-6日ig‖ま、製造業については、 -
20)前記脚注9 <nft料によるe
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次速報僻と同様の方法で、サ-ビス業については12品目について補外値を推計するなどとした。
'&'要側推.汁のうち民間企業設備投資の基礎統計である法人企業統計調査では調査延m法人等につい
て全国平均佃で補完しているが、 1-3月lgJでは調査延期法人は3 n inl以降設備投ftを行ってい
ないものとして推計したC
2)景気動向指数
3月のC1--致指数は、前FJと比較して3.2ポイントの低rとなった。同指数では外れ佃を刈り
込むIf一法をとっている。前月からの上汁(卜降)幅が「間借×四分位範閃」以上の場合は外れ催と
し、上井(ド降)幅を「l馴EixP_L7分位」で拭き扱える。 E瑚倍は現在1.87であるが、これは、毎年3
日分速報時点で、昭和55年1 7]分からIit近の12月分までの　-致データから5%の外れ値を算出す
るように求め】hこしている.刈り込みにより、今Mの大蝣&%とのような人きな影響は、外れ仇として切
り捨てられる可能性があるG　こうしたことから、 3日分a訂時(5月23　　より、今年度中は刈り
込みを行わないCI一致指数を公表することにした。
さらに、外れ値の処理方法を変更したa -ii一体的には、外れ倍を他の系列にも同時に発現する「共
通循環変動」と当該系列のみに発現する「系列固有変動」に分離し、後者のみを外れ伯の処理の対
象とする=　こうした処理により、大震災時のようなほほ一汗に経済系列に影響を与える場介は外れ
伯として切り捨てられることから免れることが可能となる。
3)第三次藤業動向指数
3日分以降、商業動態耽,朋司蚕,特定サービス産業動態統計調査はそのまま利川した　その他の
所管外調査は、各々補完を行った2日。
3…　再集計、特別集計の実施
上記「2.人㌶ジとへの対応(2)一次統計」の各統計にui己述したように、再集計や特別集計の工夫
は見られた22㌧　また、総務ti 「平成22年国勢調査小地域概数集計」は、水rl本人;:1艶の被害状況
の把握等に質けるため、統計法第32条に鵜づき、基幹統計の集計に先立ち行われたV・期集計であ
る。踏務'G 「東日本大震艶の人n移動への影坪」 (平成23年7月8 m　は、 「住民基本h帳人口移
劫報告('r一成23年3-5}】期)の結果から」という副題を持つもので、 YL‡手県、宮城県及び福島県
への転入、転出及び転E11超過を取りまとめている。
部分的に再集計されたものとして、日本銀行「全国企業姫期経済観潤.洞杏」 3月調杏を見てみるC
同調査は予定通り4月1日に公表されたO　発表と同時に、 InJ答基準日が3月11日に設定されてい
たが、業況判断DIについてのみ2月24[1から3nlllはでの回収分と、 3月12日から3月31
2D IJンク係数の使用、 ARIMAによる推計など- 「東E]本大Sc災に係わる、l'-・戊23年3日分第三次産業活動
指数の対応状況について」 、i'-肢23年5 JI 18 H、経済産業省調査統計部程前解析室。
22I参考文献2に、被艶に係るj=.な情報提供が掲職されている(p.25),
26
し　ゝこう・i・テL.朋.i∴蝣k-1こ∴lミ_一蝣,>・ォV賢、ミLJLと・心!.,,'i'ill
Hの川又分を分けてlヰ災計し、 3H後(′I'l繋日では1日の遅れ)の4JJ4PI8時50分に公夫する
とのアナウンスがなされた。 hf]純米衣には、 「地謡後」の回符介業数が少ないこともあって、 「地'JH
前」と「地以後」のDI水制仕を比幌することは適切ではないH川Efliがあるo例えば、大itt~果・
非製造業や中′ト企業・製造業の業況判rrDIは地虚後の幽谷分のほうが地謡前回答分よりもrv;iv、爪
になっているこ　しかし、 「地-a前」の最近から先行きの射ヒ帖と、 「地)だ後」の最近から先行きの変
化幅は比燦可能性がより高いとの・/.:i-:記がなされているこ　もっとも3n 12 nから3FJ中の州丈/jiも、
実際の記入日は11日以前の可能性があり、 ㌫災の影響を回答の内容にFi峡させるというIlf災r汁の
効米が必ずしも「分には見えていない23),-なお、調査対象企.業の75.3%が」Eタと発生前に[サ[答して
いた。
4.調査項目の見直し、新設
前述したように総務省は統計のJji地について弾力的に級うと通知を発脚4'したにもかかわらず、
大hi.少とに関する項目を新設した枕.汁の例はきわめて少ない。
(1)儒者欄の活用
総務省「サービス産業動向調溌」には、調査対象事業所が記入する調杏項目として備考欄が設け
られているが、それをi再用した。調査票備考欄には、 「前月に比べて状況に著しい変動があった場
合はその状況を具体的に記入してください(店舗改装による休I策、蝣H業内容に大きな変動があった、
増資した、合資会社から株式会社に移行したなど)」とあり、調香寸f・某所が記入することとされて
いる。 3日分(速報)を見ると、 2月調杏時点で全国3万8292雑業所、被兇4県で2058事繋所が
調沓対象であったが、 3日分の月lll]--1i |-高への影響については、 710事業所(全体の1.9%)が儒者
欄に記入した。 4県での事業所ベースでは、 123事業所(全体の6.0%)に月間売上高に関するl言Ll人
があったLl全担1ベ-スでは、回芥のうち96.6%が売上l"j減少、 4Uでは95.9%が売上l'ォJ})'!苑少を記
入していたっ　月間売-I".高減少の州1[についても、延べ600件以上の.;己人があったO
財務省「法人企業統計(WVX別M庶)」にも備考欄はあるが、調査票では全く説mされておら
ず、記入要領において「サービス姥発動|ujS珂査」と同様の説明がなされている。また、 rtli人要討tの
調査票のL;A己人例には、備考欄には「特殊・J*f吉についてはこちらにIiil人して卜'さい」とされている-
粁漸挺業省「特定サービス頼菜実態調杏」にも備考欄はあり、備考欄には括弧Axきで、 「記入内
翻二ついて特記すべき事項があれば.i己人してください」とあるが、俳号榊EJが欄外に置かれており、
活用はなされにくい。厚4:労働'jT 「毎日勤労統計調査」には儒者欄があるが、 「本J】分の溺　・w布
2:n 「細別ILi報NO2011-20」 (三菱如.;蝣-.ufj銀行　平成23年7月1日)による0
24'総務解放.汁式に準担当3月15日付通知には「出災に対応するため緊急に統計朋登を実施することが必柴
になる場合も考えられますCその場合も総麟省として弾力的な対応を行うことを考えております」とさ
れているし
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と前月分の間に著しい差がある場合はその理由を記入してください」と括弧書きされているo調香
票の記入要領には、 「前月分の調査票の数Jf:と今月分の調査票の男女計の数字を比較して、大幅に
共なっているとき、その理由を記入してください」、 「「主要な生産品又は事業の内容」欄の記入内
容を変えたときは、 「産業変更」と、事業所の合併又は分離があったときは、それぞれ合併丈は分
離と記入してください」と記入内nを明示している(p.18), N二交通省「造船造機統計調査」に
も備考欄があるが、 「木造の船舶については該当する行の備考欄に木船と記入して下さい」とあり、
使用fj的が特定されているように理解できる。
このように各統計調査の調査票、記入要領などを見る限りでは、備考欄の性格は統一されている
わけではないC備考欄を有効かつ機動的に活用するにはあらかじめ様々な想定がなされ、例示を示
しておくなどする必要があるが、そうした現状にあるとはいえない。ただ、備考欄の活用からでは、
LDT答を統計的に扱うことには限界があるであろう。
内閣府「競気ウオッチャー調査」は、景気に関連の深い動きを観察するという目的であり、必ず
しも数韮ではないものも把握する必要があることから、各質問事項に自由回答欄が付けられている0
3月調香では、回答者のうち57%が東日本大震災のコメントを付していたO地域別に見たコメン
ト数の割合が、地域別の現状判断DIの変化幅に似た動向となっていた251
以上、月次、四半期統計をfp't-、に見てきた。総務省、経柄産業抑i2012年2月に全国すべての
企発…事業所を対象に「経済センサスー活動調査」を行った,,ここでも東日本大詔災の影等削こつい
て、備考欄の活用が図られた26)
(2)新設項目
lf-小企業関連、その他では各関係機関により定期的に調査がなされ、統計として耽りまとめられ
ている。そうした調査統計には、今回の震艶に対して、調査項目を新設するなどの対応が放られたO
(秩)日本政策金融公庫「中小企業競況調査(2011年5月調館)」では、怒災から現在までの,売
りHTの水準について尋ねる項目が新設された。震災が無ければ期待できたであろう売L塙と比較
して、 5割未満であったと回答した事業所が13.7%、 5-7割未満が4.7%、 7-10割が71.7%、増
加したところが4.9%であった(ただし同調査は首都圏、中京困、近故国の三大都市圏の取引先を
対象としたもの)O同公庫「全国小企業月次動向調査」は同公雄の取引先1500企業を対象にした調
奄であるが、東El本大賀災の影図二ついて3月実績調査から項目を立てて調査を開始した。 5月実
衷Ei調査では、 67.3%の企業に影哲が出ていると回答があったが、その後減少し、 11月調査では29.8
%となった0 3月実績調査では青森県の-一部、岩手県、宮城県、福出県、茨城県の計105企業、 4
fJでは34企背について調奈がなされなかったO　また、同公庫保証先金融動向調査は、 3カ月ごと
に、東京都、宮城県などのLL=言用保証協会の保証先企業1万4000杜を対象に景況感等を調査するも
2:'1 「h'.気ウオッチャー調査.平成23年31J調査における東ET本大詰災関連のコメントについて」 (¥H¥馴ft),
Zb'「調査票の記入のしかた」という説明--I*以外に、 「東日本犬戻沢の影響について」という説明古きを1枚
加え、傾考柵への記入を促している。
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のである。 2011年9月中旬に実施された第170回調査より特別調査として「保証先中小企業にお
ける衷日本犬広汎による影響及び借入の状況について」を実施しており、被災先中小企業の景況感、
東El本大群災における影響および借入の状況、について調査、分析している0　第168回調査は2011
年3月8日に調査票が送付され、同3月22日が回収のための投函期限とされていた。同調査では
3月11日の震災目までの回収は無かったが、最初に回収した3月15日を基準E]として、基準Elま
での回収分とそれより後の回収分を分けて参考係数として再集計した0
さらに、信金中央金庫の四半期ごとの調査である「中小企業景気動向調査」は通常の業況判断
DI等の調査とは別に、毎回特別調査を行っている。前述した第144回調査では「東日本大震災か
らの復興と中小企業」と遺して、間1-間5の5つの質問項目を設けている。貰艶を受け、売り上
げは平均約8%減少したと認識されているO岩手県、宮城県の-一部企業については調査を実施して
S&VB
中小企業同友会では、四半期ごとに景況調査が実施されている。 2011年1-3月期景況調査は、
3月5-15B】を調査期間として実施されたが、大震災の影響が十分に反映されていないとして、 3
月　　-30Hにインターネット(一部ファックス)で緊急調査を行い景況調査と同時に公表した。
調査対象地域は被災地を除く13道府県であるo調査項目は震叛の被害状況、売上状況、震災前後
の受注・販売見通しなどである。
電通総研「消費気分調査レポート」でも震艶後の消費マインドの変化を調査しているO　同調査は
四半期ごとに全国の男女1000-2000名にインターネット調査を行っているO震欺後には消費の自
粛の状況や消費マインドの変化について調査しているO
(株)日本政策投資銀行は、資本金10億円以上の民間法人企業を対象に、毎年1回全国設備投資
計画調査を実施し公表している。 2011年7月調査では、その中で東日本大震災の復興.復旧投資
について項目を作り、尋ねているO　同時に企業アンケート調査として企業行動に関する意識調査を
行っており、東日本大震災の影響について、影響の有無、最も影響の大きいもの、復旧・ H復状況
等詳紳な調査を行い公衷している。
なお、行政棟関が公表している統計調査の中では、金融庁「中小企業の業況等に関するアンケー
ト調査」27)は23年5月調査より、 「悪化の要因」の調査項目を見直し、 「仕入れ価値の上昇」と「販
売価格転嫁の遅れ」を1つに統合するとともに、 「東日本大震艶や福島原子力発電所事故等の影
響」を新設したO　また、参考として、東日本犬'&災に関連した主なコメントを公表した。
(3)項目新設の制約
こうした例に見られるように、公的統計では、震艶に対して質問項目の設置といった機動的な対
応がなされているとはいえない。これは、統計法第9条・第19条により行政機関の長が基幹統計
27I現在の名称では21年11月より実施、同趣旨のアンケート調査は20年2月より実施している。全国の
商工会議所を通じて行われる聞き取り調査であり、基幹統計調査、 -一般統計調査に該当しない0
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調査、一般統計調査を行おうとするときはあらかじめ総務大臣の承認を受けないといけないことと
され、その中には報告を求める事項も含まれているからである。さらに基幹統計調査の場合は統計
委員会の意見も開かなければならないことになっている。毎月行われている様々な調査、例えば家
計調査、労働力調査、毎月勤労統計などを活用して、それらに震艶関連の項Elを加えることは、効
果的かつ効率的な情報収集と思われるが、制度的な制約が多いと推察され、実際に実施されてはい
ない。
5.多様な対応に対する若干の評価と課題
前記「2.大地定への対応」にまとめたように、実際の統計策定に関する対応は様々であるo　こ
れは、前述した稔務省4月15日付文薄に「調査が実施できなくなった地域の推計方法を一律・包
括的に定めることは不適当」という方針に沿ったものといえる。そして同文書は、特別な対応に関
する情報の明示を求めている。どのような対応がなされたかは前述したように各々解説されている
ものが多いが、何故そうした対応をとることになったのか、そうした対応による結果のゆがみや留
意点は何かについては明示されているとはいえないO
(1)家計調査等と労働力調査
例えば代表的な月次の基幹統計である家計調査と労働力調査を比較してみる。これらは両者とも
世帯を調査対象としており、調査員が調査票の配布、回収を行い、都道府県を通じて集められる。
ところが家計調査は一部地域での調査の実施ができずに補完により全国値を公表しているが、労働
力調査は被災3県すべてについて調査が実施できず、 3県を除いた全凶値を公表している。同様の
調査対象、調査方法、調査周期であるのにもかかわらず、こうした差異が生じているC労働力調査
8月分になっても3県を除いた調査28)となっているし、被艶地域での調査の回復がきわめて遅いo
他の調査が通常の状態となっていく中で労働力調査の回復度合いの遅れはEl立っている。いずれに
せよ、両統計とも、公表結果より消費の実態、雇用の実態は一層悪い可能性が大きいと推測できる。
特に労働力調査に基づく雇用は被災県の情報をすべて切り捨てて全国値を推計しているので、相当
実態と承離している可能性がある。
なお、労働力調査は、 5月分より参考として、宮城県、岩手県の調査できた区域の完全失業率を
掲載している29lo 22年平均に比べて被艶県の完全失業率は、 5月はかなり高かったものの、着実に
低卜しており、宮城県以外は昨年の平均を大きく下回る傾向になっているG　しかし3県全体では、
調査区域の割合は当初きわめて低く、福島県は3月分から7月分まで調査ができないし、岩手県に
28)月分より岩手県、宮城県の一部で調査を再開し、 8月調査でようやく福島県の一部で調査が再開され
た。
29) 7月分の岩手県は算出されていない0
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第3表　被災3県の完全失業率(参考値　　　　　　　('i1-イ¥1 :%)
3M 宮 城 u Zf手県 如 山 県
23年 5 月 6 6ー 9.1) 7.0 12.1 6.5 (18.2) (0
6 月 5.6 (23.9) 5.9 (49.1) 4.2 (18.8) (0
7′1 5.2 (33.6 5.7 75.0 (12ー5) - (0)
8W 4.9 60▼6) 5.6 79 6ー) 3.6 60ー0) 5.3 (39.6)
9月 4.9 80.0) 5.5 77.8 4.1 76.3 4.7 85ー4)
10月 5.3 82.7) 7 5ー 78.2 3…9 75.0) 4ー5 93.8
1ーり 4.4 (84.8) 6 5ー (81.8) 2.9 (82…9) 3.8 (89…6)
22年 平均 5.4 5.8 5.1 5.1
(仇即1.かソコ内はM瀬できたl凋付xI域数の割合である。
2. 3 W胴は、 Ill乍!k業者数の純成割合を労働力人目の相即河合により割ってち?:rlJ.した_
第4表　2011年各月の景気ウオッチャー調査回答率の動向(東北地方の母数は210名で変化なし)
1W 2JJ 3月 4 J」 5J 6月 7 月 8 J 9 月 10月 llJj 12
東 北 ¥y.¥二 93.8 91ー4 94▼8 93.3 94.0 92.4 いiVlI 91.4 95ー7 95.2 94ー3
全 国 89.9 88…7 90ー1 89.0 91.3 91.0 90.7 92…0 91.5 *M. 91.6 89.2
・帆,t , i,∴し.'サt　蝣-*-ヤ--I*写ft?くU -J卜HIにユi-I*! ';'し
ついても8日分で調査[大域が過半を越える状況である- [止l民縦済,汁算の速報倍の推計において耐一日
保険の被保険者数を使って雇用者数を推計しているように、完(It失業率のような政策L]標となる統
計仙ま、業務統計などによる補完が検討されても良いのではないかニ「公的統計の整備に関する基
本的な計幽」 ・成21'f-3J] 13　刷議決&)では「弧汁作成における行政;ii線情報等の活用につ
いて、より桁棒r伽こ検討する必安がある」 (p.9)とされている.
また、総務T¥ 「家計ii'間状況調布」は、 3 )J¥W潤について、 Hltuの調査機Ij馴こ委託して実施して
おり、労働)J調査(4;;|[i:潤)とほぼ同様の魁傑であるが、ある柑度の補完調査で今川債が胞汁さ
れている。労働ノJ洞爺については、他の】'lj様の手法による統計l凋企に比して、震災の影響からのLU-I
復が過れたことには何らかの説11JJがなされても良か-'たのではないか。
(2)糾答率の上汁、っ,L等と景況
日本銀行「全国企業如m経済相測調査」 (6 JJ調企)の業況矧噺について、 「統l汁1二の技術的な要
因として前[011調査に比べ被災地にある企業のlL・憐率がE二昇したことも悪化4)1.1を大きくさせたll川巨性
がある」30トという指摘がある。
内閣府「i&Aiウオッチャー調脊」においては、 3日朋発け旬)では刺ヒ地方のLn偶率は低l・JL
30'「ll鎚短閉(2011*f-6日調射私IiA果」 (三菱UFJ'Jサ-チコンサルティング2011年7JJ3H　による。
3)
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たが、 4月調沓以降従来の水準に由っている　こうした被災地の|nj答率の向上の過程ではその影響
に留意しなければならない。
財務省「法人企業統計調査(P【‖'1期別調査)」では、調査延期法人について、全剛i毎などで補完
が行われている=　しかしこの統計を活用して推計される四半期別国内総生産の民間設備投資の推計
については、補完の数偶を使用せず、大畠艶以降調奄延期法人の設備投資はなされなかったという
ような考え方を採用している。投資の項目については補完が過大推計をもたらせていると見られる
からであろう。
6.まとめ
以上から今回の東日本天窓災により、それまで実施されていた統計策定に大きな支障が生じたo
そのため被艶県または被兇地域をどう扱うかに関しては様々な対応がなされたo公表の取り止め、
延期から、調査できなかったところを除いたもの、何らかの補完をしたもの、あるいは電話等で聞
き取るなどしたものなどである　%際に大きな被害を生じて調査が実施できないまたは延期された
場合、補完せずに集計された場合、あるいは通常の補完がなされた場合では全国佃が実勢よりも楽
観的になってしまう可能性が大きいであろうっ
また、今rnJの'jR災はサプライチェーン(供給体制)の分断により全国や海外の経済に大きな影響
を与え、また偶人消雪や支出や雇用など各方面にも大きな影響を-'j-えたO既存の月次統計などをi榊J
して、そうした統計調査の中に必要な調査項目を盛り込み、現状把握に努めるといった統計の機動
的な活用がなされることがあってもよかったのではないかと考えられる。
最近の日本経済は基本的に積憤な動向を続けており、災害や海外発の経済的なショックなどは統
計数イ酎こ対して目立った影響を与える。そうした場合の統計策定のあり方、統計の役割について、
少なくとも今回の東EI本大震災の場合をケーススタディとして十分に分析…検討し、見直しや修正
を加えていく必要があろうO
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